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平成16年 8月 5日 

 
平成 16 年 9 月期 第 3 四半期業績状況(連結) 

 

上場会社名 株式会社ライブドア 
（コード番号 ４７５３） 

（URL       http://corp.livedoor.jp/） 
本店所在地 東京都新宿区歌舞伎町二丁目９番１６号 
問 合 せ 先      取締役最高財務責任者  宮内 亮治 
ＴＥＬ       (03)5788－4753 

 

1.  業績 
（１）平成 16 年 9 月期第 3 四半期の業績（平成 15 年 10 月 1 日～平成 16 年 6 月 30 日） 

        単位：百万円 

 平成 15 年 9 月期 

第 3四半期 

自 平成 14 年 10 月 1 日 

至 平成 15 年 6 月 30 日 

平成 16 年 9 月期 

第 3四半期 

自 平成 15 年 10 月 1 日 

至 平成 16 年 6 月 30 日 

対前年増減率 

（％） 
前期（通期） 

売 上 高 7,154 16,230 126.9 10,824 

営 業 利 益 338 3,777         -      1,461 

経 常 利 益 261 3,400         - 1,314 

四半期（当期）純利益 △84 2,275         -        488 

総 資 本 10,345  102,734 893.1 16,639 

株 主 資 本 6,346 52,321 724.5 11,941 

（注）平成 16 年 9 月期第 3四半期及び平成 16 年 9 月期第 3 四半期については、東京証券取引所「上場有価証券の発行
者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく会計
監査人の手続きを実施しております。 

 

（２）部門別売上高 

単位：百万円 
平成 15 年 9 月期 
第 3四半期 

自 平成 14 年 10 月 1 日 
至 平成 15 年 6 月 30 日 

平成 16 年 9 月期 
第 3四半期 

自 平成 15 年 10 月 1 日 
至 平成 16 年 6 月 30 日 

前期（通期） 
 

金額 構成比 金額 構成比 

対前年 
増減率 
（％） 

金額 構成比 

コンサルティング事業 771 10.8 1,574 9.7 104.2 1,212 11.2 

モバイルソリューション事業  219 3.1 1,395 8.6 537.0 319 3.0 

ネットワークソリューション事業 3,144 43.9 2,642 16.3 -16.0 3,684 34.0 

ネ ッ ト メ デ ィ ア 事 業 542 7.6 1,136 7.0 109.6 878 8.1 

イ ー コ マ ー ス 事 業 576 8.1 642 4.0 11.5 796 7.4 

ソ フ ト ウ ェ ア 事 業 1,061 14.8 1,256 7.7 18.4 1,973 18.2 

イーファイナンス事業 839 11.7 7,582 46.7 803.7 1,960 18.1 

合 計 7,154 100.0 16,230 100.0 126.9 10,824 100.0 

当社企業集団は事業領域の拡大に伴って、より適切な情報開示を行うために部門別売上区分を上記の通り変更いたし
ました。 
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 2．業績の状況 

第 3 四半期の(連結)業績の概況 

当第 3四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国等での景気拡大に伴って輸出企業を中心として収益が改善し、

民間設備投資も増加しており、インターネット証券を利用した個人投資家の増加により株式市場も活況となるなど明るい

兆しが見えてまいりました。個人消費においても回復の兆しが見えはじめております。 

当社企業集団の事業領域であるインターネット関連市場におきましては、個人におけるインターネット接続環境は DSL

加入者数が 1,100 万人を超える等ブロードバンドによるインターネットへの常時接続環境の急速な拡大を背景として、コ

ンシューマ向けサービスを中心としてインターネットビジネスは市場が拡大しております。 

このような情勢のもと、当社企業集団は平成 14 年 11 月に営業を譲受けた無料 ISP 事業「livedoor」のブランドを活用

し、ポータルサイトを中心としたコンシューマ向けビジネスに注力をしたほか、M&A 等によって積極的に事業領域の拡大

を図ってまいりました。 

その結果、当第 3 四半期連結会計期間の業績は、売上高は 16,230 百万円(前年同期比 126.8％増)となり、経常利益は

3,400 百万円(前年同期比 1,200.4％増)となりました。当期純利益は 2,275 百万円（前年同期は 84 百万円の損失）となり

ました。 

また、単体第 3四半期業績は、売上高は 7,300 百万円(前年同期比 33.8％増)となり、経常利益は 648 百万円(前年同期

は 163 百万円の損失)、当期純利益は 437 百万円（前年同期は 352 百万円の損失）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

コンサルティング事業につきましては、戦略コンサルティングとウェブインテグレーションを統合し、競争力を強化さ

せたことによって受注環境が好転したのに加え、CRM 子会社 EX マーケティングが順調に業績を拡大しております。この

結果、売上高は 1,574 百万円（前年同期比 104.1%増）となりました。 

モバイルソリューション事業につきましては、携帯電話販売業のライブドアモバイル及びケーナインが連結対象になっ

たことにより収益構造が変わったため売上総利益率が前年同期より減少しておりますが、モバイルコンテンツの制作・運

営や欧州におけるモバイルコンテンツの提供が堅調に推移したため、既存事業に関しては売上総利益率を維持しておりま

す。この結果、売上高は 1,395 百万円（前年同期比 536.7%増）となりました。 

ネットワークソリューション事業につきましては、データセンターや高速インターネット接続に加え、子会社化したタ

ーボリナックスの業績が堅調に推移しましたが、ソリューション販売に注力しなかったことから売上高は 2,533 百

万円（前年同期比 19.4%減）となりました。 

ネットメディア事業につきましては、ポータルサイト「livedoor」の機能性向上や「livedoorBlog」などのコンテンツ

の充実を図っております。この結果、売上高は 1,136 百万円（前年同期比 109.5%増）となりました。 

イーコマース事業につきましては、アスキーストアに加え、「livedoor デパート」を開始するなど強化したことから

売上高は 642 百万円（前年同期比 11.5%増）となりました。 

ソフトウェア事業につきましては、ソフトウェアの企画・販売体制を強化しており毎月数タイトルをリリースいたしま

した。この結果、売上高は 1,365 百万円（前年同期比 28.7%増）となりました。 

イーファイナンス事業につきましては、取扱サイトが増加している電子マネー「bitcash」、外国為替保証金取引

「livedoorFX」等による金融サービス収入が増加いたしました。これに加え、3月に子会社化したライブドア証券の業績

も好調に推移いたしました。この結果、売上高は 7,582 百万円（前年同期比 803.4%増）となりました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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 3．通期(連結)の見通し 

(通期の業績見通し) 

7 月以降におけるわが国の経済の動向につきましては、6月 1日に発表された日銀短観においては企業の景況感を表す

業況判断指数は大企業製造業でプラス 22 と 1991 年 8 月以来、約 13 年ぶりの高水準となり、中小企業の製造業もプラス

2 と、約 12 年半ぶりに水面上に浮上しております。景気は輸出や生産が増勢を保ち、消費など内需にも明るさがみえは

じめてまいりました。 

当社企業集団の事業領域であるインターネット関連市場におきましては、ブロードバンドにおける常時接続環境の普及

を背景として、インターネットサービスの利用が促進されるものと見込まれ、それに伴ってインターネット関連ビジネス

の市場規模は拡大していくものと見込んでおります。 

このような状況のなか当社企業集団といたしましては、ポータルサイト「livedoor」を通じて提供するコンテンツの充実

を図るとともに、インターネットを通じた証券取引やローンサービス等の金融サービスの拡充や SIP フォン、OS 事業等

の新たなサービスを積極的に展開し事業の拡大に努めていく所存であります。 

 

この結果、通期（平成 15 年 10 月 1 日～平成16 年 9 月 30 日）の連結業績につきましては、平成 16 年 5 月 20 日に発

表したとおり、売上高 25,000 百万円（前年同期比 130.9％増）、経常利益 5,000 百万円（前年同期比 280.4％増）、当

期純利益 2,000 百万円（前年同期比 309.1％増）を見込んでおります。 

また、単体業績見通しにつきましては平成 16 年 5 月 20 日に発表したとおり、売上高 9,170 百万円（前年同期比16.7％

増）、経常利益 1,364 百万円（前年同期比 245.4％増）、当期純利益 777 百万円（前年同期比 117.6％増）を見込んでお

ります。 

16 年 9 月期の連結業績予想(平成 15 年 10 月 1日～平成 16年 9 月 30日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

通 期 25,000 百万円   5,000百万円   2,000百万円   

（参考）１株あたり予想当期純利益（通期）3円 32銭 

（注）上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、中間決算短信（連結）の添付資料(P.5～6)の「通期の業績見通し」を

参照して下さい。なお、1株あたり予想当期純利益の算出につきましては、平成 16年 4月 22日に払込の公募増資（6,000,000 株）及び

平成 16年 8月 20日に効力発生の株式分割（1：10）による発行済株式総数の増加を考慮しております。 

 

(注)本決算短信のなかで記述しております通期の見通し等将来についての事項は、潜在的なリスクや不確実性が含まれて

おります。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績はこれと大きく異なる可能性があることをご承知おきくださ

い。 
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4. 第3四半期連結財務諸表等 
(1)第3四半期連結貸借対照表 

  

（単位：千円）

構成比 構成比 構成比
％

Ⅰ

1 現 金 及 び 預 金 ※2 41,356,946 3,790,445 7,648,881
2 預 託 金 7,500,000 - -
3 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,136,483 1,908,369 2,790,765
4 有 価 証 券 385,534 60,064 60,230
5 た な 卸 資 産 697,408 385,068 195,993
6 繰 延 税 金 資 産 242,285 132,874 83,502
7 未 収 入 金 277,384 57,057 337,582
8 証 券 業 に お け る
信 用 取 引 資 産 28,728,944 - -

9 そ の 他 1,663,104 416,373 149,668
10 貸 倒 引 当 金 △ 1,643,546 △ 15,786 △ 25,196

83,344,545 81.1 6,734,466 65.1 11,241,428 67.6
Ⅱ
1 ※1 1,740,393 1.7 348,634 3.4 250,976 1.5
2
(1) ソ フ ト ウ ェ ア 270,716 54,316 66,019
(2) 営 業 権 1,090,973 1,279,359 1,224,316
(3) 連 結 調 整 勘 定 1,699,931 806,146 870,487
(4) そ の 他 406,750 15,999 15,278

3,468,372 3.4 2,155,822 20.8 2,176,100 13.1
3
(1) 投 資 有 価 証 券 ※2 2,696,999 84,493 61,141
(2) 出 資 金 ※3 7,776,635 505,217 2,209,082
(3) 繰 延 税 金 資 産 417,684 160,364 111,765
(4) そ の 他 ※4 3,087,680 475,413 695,747
(5) 貸 倒 引 当 金 △ 19,623 △ 139,004 △ 138,377

13,959,375 13.6 1,086,484 10.5 2,939,358 17.7
19,168,141 18.7 3,590,940 34.7 5,366,435 32.3

Ⅲ 221,316 0.2 20,069 0.2 31,754 0.2
102,734,003 100.0 10,345,476 100.0 16,639,618 100.0

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
繰 延 資 産

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

第8期　第3四半期
連結会計年度末

（資　　産　　の　　部）
金額 金額

(平成15年6月30日現在)

第9期　第3四半期
連結会計年度末
(平成16年6月30日現在)

金額

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成15年9月30日現在）

期別

科目

期別

科目

構成比 構成比 構成比

Ⅰ
1 買 掛 金 1,580,651 383,477 320,490
2 短 期 借 入 金 ※2 1,340,040 - -
3 一年内返済予定長期借入金 478,295 563,470 562,470
4 一年内償 還予定長 期社債 350,000 - 200,000
5 未 払 金 966,961 407,994 127,680
6 未 払 費 用 1,180,574 162,300 269,156
7 未 払 法 人 税 等 1,481,991 59,736 286,427
8 預 り 金 5,668,014 166,727 191,624
9 預 り 保 証 金 1,127,298 344,689 555,738
10 賞 与 引 当 金 433,425 120,835 23,115
11 返 品 調 整 引 当 金 13,346 40,469 54,887
12 証券業における信用取引負債 ※2 23,878,630 - -
13 受 入 保 証 金 4,003,658 - -
14 そ の 他 228,584 92,233 129,371

42,731,471 41.6 2,341,933 22.6 2,720,962 16.4
Ⅱ
1 長 期 借 入 金 3,871,661 1,141,270 1,000,780
2 社 債 1,950,000 500,000 800,000
3 退 職 給 付 引 当 金 7,790 - -
4 そ の 他 142,882 - 126,834

5,972,333 5.8 1,641,270 15.9 1,927,614 11.6
Ⅲ
1 ※6 293,213 - -

48,997,019 47.7 3,983,203 38.5 4,648,576 27.9

1,415,914 1.4 15,931 0.2 49,445 0.3

Ⅰ 23,964,622 23.3 2,225,107 21.5 2,231,224 13.4
Ⅱ ※5 - - - - 4,848,720 29.1
Ⅲ 25,168,075 24.5 3,904,990 37.7 3,911,108 23.5
Ⅳ 3,193,914 3.1 287,472 2.8 946,361 5.7
Ⅴ △ 6,612 0.0 △ 51,165 △ 0.5 △ 588 △0.0
Ⅵ 2,638 0.0 △ 18,753 △ 0.2 6,078 0.0

Ⅶ △ 1,568 △0.0 △ 1,308 △0.0 △ 1,308 △0.0
52,321,069 50.9 6,346,341 61.3 11,941,596 71.8
102,734,003 100.0 10,345,476 100.0 16,639,618 100.0

証 券 取 引 責 任 準 備 金
特 別 法 上 の 準 備 金

流 動 負 債
（負　債　の　部）

流 動 負 債 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計
資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 株 式

為 替 換 算 調 整 勘 定

利 益 剰 余 金

新 株 式 申 込 証 拠 金

（資　本　の　部）

負 債 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

（少数株主持分）

金額
(平成16年6月30日現在)
金額

（平成15年9月30日現在）
金額

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

第8期　第3四半期
連結会計年度末

第9期　第3四半期
連結会計年度末

(平成15年6月30日現在)

期別

科目

期別

科目
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(2)第3四半期連結損益計算書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

百分比 百分比 百分比
% % %

Ⅰ 16,230,461 100.0 7,154,730 100.0 10,824,893 100.0
Ⅱ 7,705,343 47.5 4,848,625 67.7 6,545,022 60.5
売 上 総 利 益 8,525,118 52.5 2,306,105 32.2 4,279,870 39.5

Ⅲ ※1 4,747,519 29.3 1,968,098 27.5 2,817,959 26.0
営 業 利 益 3,777,598 23.3 338,006 4.7 1,461,911 13.5

Ⅳ
1 受 取 利 息 16,603 1,371 3,276
2 為 替 差 益 336 - -
3 雑 収 入 31,041 - 26,009
4 そ の 他 - 47,981 0.3 15,441 16,812 0.2 956 30,243 0.3

Ⅴ

1 支 払 利 息 76,712 25,829 39,666
2 為 替 差 損 - 15,209 39,588
3 社 債 発 行 費 償 却 32,836 5,499 15,491
4 新 株 発 行 費 - 1,281 4,493
5 新 株 発 行 費 償 却 56,135 - -
6 組 合 費 用 33,757 11,919 19,719
7 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 186 2,995 2,829
8 支 払 手 数 料 217,433 27,252 42,051
9 そ の 他 8,009 425,071 2.6 3,327 93,315 1.3 13,942 177,783 1.6
経 常 利 益 3,400,507 21.0 261,503 3.6 1,314,371 12.1

Ⅵ

1 固 定 資 産 売 却 益 ※2 41,091 7,076 7,076
2 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 139,575 2,945 1,520
3 債 務 免 除 益 - - 1,466
4 投 資 有 価 証 券 売 却 益 971,851 6,997 7,163
5 前 期 損 益 修 正 益 5,089 8,779 -
6 そ の 他 41,080 1,198,688 7.4 1,466 27,266 0.4 8,779 26,007 0.2

Ⅶ
1 固 定 資 産 除 却 損 ※3 2,281 9,344 10,644
2 買 収 関 連 手 数 料 218,528 9,066 17,974
3 契 約 変 更 違 約 金 40,261 61,345 69,559
4 本 社 移 転 費 用 ※4 65,406 - -
5 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - 72,697 72,697
6 営 業 権 償 却 179,255 - -
7 前 期 損 益 修 正 損 31,383 8,852 9,061
8 投 資 有 価 証 券 評 価 損 617,908 174,800 174,800
9 そ の 他 49,410 1,204,436 7.4 - 336,106 4.7 - 354,738 3.3
税金等調整前第3四半期(当期）
純 利 益 又 は 純 損 失 ( △ ) 3,394,759 20.9 △ 47,336 △ 0.7 985,639 9.1

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,595,608 150,174 355,868
法 人 税 等 調 整 額 △ 537,695 1,057,912 6.5 △ 101,575 48,599 0.7 151,273 507,142 4.7
少数 株主利 益又は 損失（ △） 61,339 0.4 △ 11,677 △ 0.2 10,366 0.1
第 3 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益
又 は 純 損 失 ( △ ) 2,275,507 14.0 △ 84,258 △ 1.2 488,864 4.5

金額 金額

第8期　第3四半期
連結会計期間

自　平成14年10月 1日
至　平成15年 6月30日

第9期　第3四半期
連結会計期間
自　平成15年10月 1日
至　平成16年 6月30日

金額

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

至　平成15年 9月30日
自　平成14年10月 1日

特 別 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 原 価

売 上 高

期別

科目

期別

科目
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(3)第3四半期連結剰余金計算書 

 
  

（単位：千円）

資本剰余金の部
Ⅰ 3,911,108 4,340,185 4,340,185
Ⅱ

1
連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う
資 本 剰 余 金 増 加 高

790,251 3,848 3,848

2 増 資 に よ る 新 株 式 の 発 行 20,466,715
-

10,325

3
連 結 子 会 社 合 併 に よ る
資 本 剰 余 金 増 加 高 -

21,256,966 4,208 8,056
-
14,173

Ⅲ
1 自 己 株 式 処 分 差 損 - - 443,251 443,251 443,251 443,251

Ⅳ 25,168,075 3,904,990 3,911,108

利益剰余金の部
Ⅰ 946,361 - 491,815 491,815
Ⅱ
1 第 3 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 2,275,507 2,275,507 - - 488,864 488,864

Ⅲ

1 連 結 子 会 社 売 却 に よ る
利 益 剰 余 金 減 少 高 27,954 - -
2
連 結 子 会 社 合 併 に よ る
利 益 剰 余 金 減 少 高 - 120,085 34,318

3 第 3 四 半 期 ( 当 期 ) 純 損 失 - 27,954 84,258 204,343 - 34,318
Ⅳ 3,193,914 287,472 946,361

前連結会計年度の

自　平成14年10月 1日
至　平成15年 9月30日

金額

連結剰余金計算書

利 益 剰 余 金 増 加 高

利益剰余金第3四半期末(期末)残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金第3四半期末（期末）残高

利 益 剰 余 金 減 少 高

連結剰余金計算書

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

第9期　第3四半期

自　平成15年10月 1日
至　平成16年6月30日
金額

至　平成15年6月30日
自　平成14年10月 1日

金額

第8期　第3四半期
連結剰余金計算書

期別

科目

期別

科目
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（第3四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 23社 
連結子会社の名称 
㈱ライブドアファイナンス 
㈱ライブドアファクタリング 
㈱ライブドアクレジット 
日本グローバル証券㈱ 
ウェッブキャッシング・ドッ
トコム㈱ 
ビットキャッシュ㈱ 
英極軟件開発有限公司 
プロジー㈱ 
㈱ブロードバンドピクチャ
ーズ 
バリュークリックジャパン
㈱ 
㈱ライブドアテレコム 
EDGE EUROPE GmbH 
CYBERCLICK AGENT S.L. 
㈱ケーナイン 
クラサワコミュニケーショ
ンズ㈱ 
EDGE(SIAM) Co.,Ltd. 
㈱イーエックスコミュニケ
ーションズ 
㈱トライン 
㈱イーエックスマーケティ
ング 
ネットアンドセキュリティ
総研㈱ 
 ターボリナックス(株) 
 MailCreationc.com,Inc 
㈱テントラーコミュニケー
ションズ 
 
ターボリナックス㈱は株式
交換により、 MailCreation
c.com,Inc.、(株)テントラーコ
ミュニケーションズは株式取得

によって子会社とした事か
ら当第3四半期会計期間よ
り連結子会社に含めること
としました。 
 
 
 

(1)連結子会社の数 12社 
連結子会社の名称 
エッジファイナンスアン
ドコンサルティング㈱ 
  ㈱スクイズ研究所 
 CYBERCLICK AGENT S.L. 
  英極軟件開発有限公司 
  EDGE(SIAM) Co.,Ltd. 
  Livin’on the EDGE 
Europe GmbH  

  プロジー㈱ 
  ㈱ジョブーン 
  エッジテレコム㈱ 
  ㈱イーエックスマーケ
ティング 

  ビットキャッシュ㈱ 
  ㈱バガボンド 
 
 ㈱ジョブーン、㈱イーエッ
クスマーケティング、エッジ
テレコム㈱は当連結会計年度
において、新たに設立したこ
とから当連結会計年度より連
結子会社に含めることとしま
した。 
 また、㈱バガボンドは当連
結会計年度において株式の取
得によって子会社としたこと
から当連結会計年度より連結
子会社に含めることとしまし
た。 
 ビットキャッシュ㈱につき
ましては中間連結会計期間に
おいては重要性が乏しいこと
から連結の範囲から除いてお
りましたが、売上高の増加に
よって重要性が増したことか
ら、連結子会社に含めること
としました。      
AD4Portal（THAILAND）Co.,  
Ltd．は現地時間2003年5月1日
に商号をEDGE(SIAM) Co.,Ltd.
へ変更しております。また、
㈱キャピタリスタ及びビット
キャットコミュニケーション
ズ㈱は平成15年6月1日に商号
をそれぞれエッジファイナン
スアンドコンサルティング
㈱、プロジー㈱へ変更してお
ります。 
 
 
 
 
 

(1)連結子会社の数 12社 
連結子会社の名称 
エッジファイナンスアン
ドコンサルティング㈱ 
  ㈱スクイズ研究所 
  CYBERCLICK AGENT S.L. 
  英極軟件開発有限公司 
  EDGE(SIAM) Co.,Ltd. 
  EDGE EUROPE GmbH 
 プロジー㈱ 
 ㈱ジョブーン 
 エッジテレコム㈱ 
 ㈱イーエックスマーケ
ティング 
 ビットキャッシュ㈱ 
 ㈱バガボンド 
 
 ㈱ジョブーン、㈱イーエッ
クスマーケティング、エッジ
テレコム㈱は当連結会計年度
において、新たに設立したこ
とから当連結会計年度より連
結子会社に含めることとしま
した。 
 また、㈱バガボンドは当連
結会計年度において株式の取
得によって子会社としたこと
から当連結会計年度より連結
子会社に含めることとしまし
た。 
  ビットキャッシュ㈱につ
きましては中間連結会計期間
においては重要性が乏しいこ
とから連結の範囲から除いて
おりましたが、売上高の増加
によって重要性が増したこと
から、連結子会社に含めるこ
ととしました。 
AD4Portal（THAILAND）Co.,  
Ltd．は現地時間2003年5月1日
に商号をEDGE(SIAM) 
Co.,Ltd.へ変更しておりま
す。また、㈱キャピタリスタ
及びビットキャットコミュニ
ケーションズ㈱は平成15年6
月1日に商号をそれぞれエッ
ジファイナンスアンドコンサ
ルティング㈱、プロジー㈱へ
変更しております。 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

１．連結の範囲に関する事項 
 

㈱バガボンドは平成15
年11月20日に、エッジファ
イナンスアンドコンサル
ティング㈱、㈱ジョブーン
は平成16年2月1日に各々
商号を、ネットアンドセキ
ュリティ総研㈱、㈱ライブ
ドアファイナンス、㈱イー
エックスコミュニケーシ
ョンズに変更しておりま
す。 
従来まで連結子会社で
あった㈱スクイズ研究所
は平成16年3月31日をもっ
て売却しており、連結決算
日において連結子会社で
はなくなっておりますが、
連結子会社であった期間
の損益計算書及び剰余金
計算書は連結の範囲に含
め、貸借対照表は連結の範
囲から除いております。 

従来まで連結子会社であ
った㈱エッヂコマース、㈱パ
イナップルサーバーサービ
ス、㈱アットサーバー、ビッ
トキャット㈱及びプロジー
グループ㈱は平成15年4月1
日をもって当社に合併して
おり、連結決算日において連
結子会社ではなくなってお
りますが、連結子会社であっ
た期間の損益計算書及び剰
余金計算書は連結の範囲に
含め、貸借対照表は連結の範
囲から除いております。 

Livin' on the EDGE 
EUROPE GmbH は現地時間
2003 年 7月 1 日に商号を
EDGE EUROPE GmbH へ変更
しております。 
従来まで連結子会社で
あった㈱エッヂコマース、
㈱パイナップルサーバー
サービス、㈱アットサーバ
ー、ビットキャット㈱及び
プロジーグループ㈱は平
成15年4月1日をもって当
社に合併しており、連結決
算日において連結子会社
ではなくなっております
が、連結子会社であった期
間の損益計算書及び剰余
金計算書は連結の範囲に
含め、貸借対照表は連結の
範囲から除いております。 
  

２．持分法の適用に関する事
項 
 

(1) ㈱イノベーションラボ及
びIXsystems Inc.に対して
持分法を適用しておりま
す。 
 
 
 
 
 
(2)持分法適用会社のうち㈱
イノベーションラボの決
算日は2月29日でありま
す。四半期連結財務諸表の
作成にあたっては、同決算
日現在の財務諸表を使用
し、四半期連結決算日との
間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。 
 
 IXsystems Inc.の決算日は
12月31日であります。四半
期連結財務諸表の作成に
あたっては、四半期連結決
算日現在で実施した仮決
算に基づく財務諸表を使
用しております。 
 
 
 
 
 
 

(1)イノベーションラボ及び
IXsystems Inc.に対して持分
法を適用しております。 
IXsystems Inc.は、持ち株比
率が20%を超えたため、当連
結会計年度より持分法の適
用範囲に含めております。 
 
 
(2)持分法適用会社のうち㈱
イノベーションラボの決算
日は2月28日であります。四
半期連結財務諸表の作成に
あたっては、同決算日現在の
財務諸表を使用し、四半期連
結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上
必要な調整を行っておりま
す。 
 
IXsystems Inc.の決算日は12
月31日であります。四半期連
結財務諸表の作成にあたっ
ては、平成15年6月30日に仮
決算を行っております。 
 

(1) 同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)持分法適用会社のうち㈱
イノベーションラボの決算
日は2月28日であります。連
結財務諸表の作成にあたっ
ては、同決算日現在の財務諸
表を使用し、連結決算日との
間に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を
行っております。 
 
 
IXsystems Inc.の決算日は
12月31日であります。連結
財務諸表の作成にあたっ
ては、平成15年9月30日に
仮決算を行っております。 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

３．連結子会社の四半期決算
日（決算日）等に関する事
項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結子会社のうち CYBERCLICK 
AGENT S.L.及びEDGE EUROPE 
GmbHの四半期決算日は5月31
日であります。クラサワコミ
ュニケーションズ(株)、(株)
ケーナイン及び(株)ライブ
ドアクレジットの四半期決
算日は4月30日であります。
四半期連結財務諸表の作成
にあたっては、同四半期決算
日現在の財務諸表を使用し、
四半期連結決算日との間に
生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っ
ております。 
 
四半期連結財務諸表の作成
にあたっては、平成16年6月
30日に下記子会社について
仮決算を行っております。 
会社名  決算月 

英極軟件開発 

有限公司 

12月 

EDGE(SIAM)  

Co.,Ltd 

12月 

バリュークリック 
ジャパン㈱ 

12月 

MailCreaitions. 
Com,Inc. 

12月 

ターボリナックス(株) 12月 

それ以外の連結子会社の四
半期決算日は、四半期連結決
算日と一致しております。 

連結子会社のうちCYBERCLICK 
AGENT S.L.及びLivin’on 
the EDGE Europe GmbHの四半
期決算日は平成15年5月31日
であります。四半期連結財務
諸表の作成にあたっては、同
四半期決算日現在の財務諸
表を使用し、四半期連結決算
日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な
調整を行っております。 
 
英極軟件開発有限公司及び
EDGE(SIAM) Co.,Ltd.の決算
日は12月31日であります。四
半期連結財務諸表の作成に
あたっては、平成15年6月30
日に仮決算を行っておりま
す。 
 
それ以外の連結子会社の四
半期決算日は、四半期連結決
算日と一致しております。 

連結子会社のうちCYBERCLICK 
AGENT S.L.及びEDGE EUROPE 
GmbHの決算日は平成15年8月
31日であります。連結財務諸
表の作成にあたっては、決算
日現在の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結
上必要な調整を行っており
ます。 
 
 
英極軟件開発有限公司及び
EDGE(SIAM) Co.,Ltd.の決算
日は12月31日であります。連
結財務諸表の作成にあたっ
ては、平成15年9月30日に仮
決算を行っております。 
 
それ以外の連結子会社の決
算日は、連結決算日と一致し
ております。 

４．株式交換に伴う資本連結
に関する事項 

株式交換方式により取得し
た連結子会社の資本連結手
続きは、持分プーリング法に
よっております。 
 
持分プーリング法とは企業
結合が生じた事業年度にお
いて、その結合が事業年度の
どの時点に生じたかに関わ
らず、基本的に結合当事会社
の財務諸表を合算する方法
であります。従って、持分プ
ーリング法によれば、結合当
事者の資産、負債が結合時点
の公正な評価額に修正され
ることも、連結調整勘定が計
上されることもありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― ― 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

５．会計処理基準に関する事
項 
 

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法 
①有価証券 
 売買目的有価証券 
  時価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 
   四半期末日の市場価
格等に基づく時価法
（評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は主とし
て総平均法により算
出） 
時価のないもの 
主として総平均法に
よる原価法 

②たな卸資産 
商 品 
先入先出法に基づく原
価法 
仕掛品  
個別法による原価法 
貯蔵品  
主として先入先出法に
基づく原価法 
 
③デリバティブ 
時価法 
 
(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法(一部定額法)によ
っております。 
なお、耐用年数は、以下の
通りです。 
建物…3～50年 
車両運搬具…6年 
工具器具及び備品…2～20

年 
②無形固定資産 
定額法によっております。
但し、ソフトウェア（自社
利用分）については、社内
における利用可能期間（2
～5年）に基づく定額法に
よっております。 
営業権については、投資の
効果が及ぶ期間(5年)で均
等償却しております。 
 
 
 
 
 
 

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法 
①有価証券 
― 
 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 四半期末日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は総平均
法により算出） 
 
 
時価のないもの 
総平均法による原価法 
 
②たな卸資産 
商 品 
同左 
 
仕掛品  
同左 
貯蔵品  
先入先出法に基づく原価
法 
 
③デリバティブ 
同左 
 
(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法によっております。 
なお、耐用年数は、以下の通
りです。 
建物…15年 
車両運搬具…６年 
工具器具及び備品…2～8

年 
 
②無形固定資産 
定額法によっております。 
ソフトウェア（自社利用
分）については、社内にお
ける利用可能期間（5年）
に基づく定額法によって
おります。 
営業権については、投資の
効果が及ぶ期間(5年)で均
等償却しております。 

(1)重要な資産の評価基準及
び評価方法 
①有価証券 
― 
 
その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等
に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入
法により処理し、売却
原価は総平均法によ
り算出） 
 
時価のないもの 
同左 

 
②たな卸資産 
商 品 
同左 
 
仕掛品  
同左 
貯蔵品 
同左 
 
 
③デリバティブ 
同左 
 
(2)重要な減価償却資産の減
価償却の方法 
①有形固定資産 
同左 
 
 
 
 
 
 
 
②無形固定資産 
 同左 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

５．会計処理基準に関する事
項 

 

 

（会計方針の変更） 
従来、営業権は発生時に全
額費用として処理しており
ましたが、当期において取得
した営業権の金額が多額に
なり金額的重要性が増加し
たため、期間損益計算の適正
化を図ることを目的として、
投資の効果が及ぶ期間(5年)
で均等償却する方法に変更
いたしました。 
この変更により従来の方
法と比べ、税金等調整前第3
四半期純利益は1,279,359千
円多く計上されており、営業
利益、経常利益は80,755千円
少なく計上されております。 
なお、未償却残高は、無形固
定資産の「営業権」として独
立掲記しております。 
 

（会計方針の変更） 
従来、営業権は発生時に全
額費用として処理しており
ましたが、当期において取得
した営業権の金額が多額に
なり金額的重要性が増加し
たため、期間損益計算の適正
化を図ることを目的として、
投資の効果が及ぶ期間(5年)
で販売費及び一般管理費と
して均等償却する方法に変
更いたしました。 
この変更により従来の方法
と比べ、税金等調整前連結純
利益は1,224,316千円多く計
上されており、営業利益、経
常利益は149,155千円少なく
計上されております。 なお、
未償却残高は、無形固定資産
の「営業権」として独立掲記
しております。 

 ③繰延資産 
新株発行費 
  新株発行費については、
投資の効果が及ぶ期間(3
年)で均等償却しておりま
す。 
(会計方針の変更) 
従来、新株発行費は発生時
に全額費用として処理し
ておりましたが、増資額の
多額化に伴い、新株発行費
も多額となり、金額的重要
性が増したため、期間損益
計算の適正化を図ること
を目的として、当第3四半
期より3年で均等償却する
方法に変更しております。 
 この方法により従来の
方法と比べ、営業利益、経
常利益及び税金等調整前
第 3四半期純利益は、
169,064千円多く計上され
ております。 
尚、新株発行費は、従来よ
り発生時に全額費用とし
て処理しており、当中間期
においても全額費用とし
て処理しておりますが、当
第3四半期における増資に
より、多額の新株発行費が
発生したため金額的重要
性を鑑み、当第3四半期に
おいて処理方法を変更す
ることとなりました。 
  
 

③繰延資産 
新株発行費 
  支出時に全額費用とし
て処理しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③繰延資産 
新株発行費 
 同左 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

５．会計処理基準に関する事項 当中間期において、当第
3四半期会計期間と同一の
会計処理を採用した場合、
営業利益、経常利益及び税
金等調整前中間純利益は
39,839千円多く計上され
ることになります。 
  なお、未償却残高は繰延資
産の「新株発行費」として独
立掲記しております。 
 
社債発行費 
3年間で均等償却しており
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社債発行費 
 同左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社債発行費 
同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失
に備えて、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 
②賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備
えるため、支給対象期間を
基礎に当四半期連結会計
期間の負担に属する支給
見込額を計上しておりま
す。 
③返品調整引当金 
ソフトウェアパッケージ
商品の返品による損失に
備える為、過去の実績返品
率を勘案し、当該返品に伴
う売上総利益相当額を計
上しております。 
④退職給付引当金 
一部の連結子会社では
従業員の退職給付に備え
るため、当四半期連結会計
期間における退職給付債
務および年金資産の見込
額に基き計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更差異
については、15年による按
分額を販売費・一般管理費
に計上しております。 
また、当該子会社が加入
している日本証券業厚生
年金基金については、当該
年金基金への要拠出額を
退職給付費用として処理
しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
同左 
 
 
 
 
 
 
②賞与引当金 
 同左 
 
 
 
 
 
③返品調整引当金 
同左 
 
 
 
 
 
④退職給付引当金 
― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
 同左 
 
 
 
 
 
 
②賞与引当金 
 同左 
 
 
 
 
 
③返品調整引当金 
同左 
 
 
 
 
 
④退職給付引当金 
― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 13 - 

期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

５.会計処理基準に関する事
項 

⑤証券取引責任準備金 
一部の連結子会社では
証券事故による損失に備
えるため、証券取引法第51
条の規定に基く｢証券会社
に関する内閣府令｣第35条
に定めるところにより算
出した額を計上しており
ます。 
 

⑤証券取引責任準備金 
 ― 

⑤証券取引責任準備金 
― 
 
 

 
 

(4)重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
の基準 
外貨建金銭債権債務は、四
半期決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理
しております。なお、在外
子会社等の資産及び負債
は、四半期決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は四半期
決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は資本の部における為
替換算調整勘定に含めて
計上しております。 
 

(4)重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
の基準 
 同左 
 

(4)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への換
算の基準 
外貨建金銭債権債務は、決
算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社
等の資産及び負債は、決算
日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費
用は決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換
算差額は資本の部におけ
る為替換算調整勘定に含
めて計上しております。 

 (5)重要なリース取引の処理
方法 
 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
スリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理に
よっております。 

(5)重要なリース取引の処理
方法 
 同左 
 

(5)重要なリース取引の処理
方法 
 同左 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たし
ている金利スワップにつ
いて特例処理を、振当処理
の要件を満たしている為
替予約及び通貨スワップ
については振当処理を採
用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（為替予約取引、 
通貨スワップ取引、 
金利スワップ取引） 
ヘッジ対象： 
  キャッシュ・フローが固
定され、その変動が回避さ
れるもの。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たし
ている金利スワップにつ
いて特例処理によってお
ります。 
 
 
 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（金利スワップ取引） 
 
 
ヘッジ対象： 
 同左 
 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たし
ている金利スワップにつ
いて特例処理を、振当処理
の要件を満たしている通
貨スワップについては振
当処理を採用しておりま
す。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（通貨スワップ取引、 
金利スワップ取引） 

 
ヘッジ対象： 
同左 
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期  別 
 
        

項  目 

第９期 第３四半期   
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

５．会計処理基準に関する事
項 

③ヘッジ方針 
当社の内規に基づき、キ
ャッシュ・フロー変動に対
するリスク回避を目的とし
てデリバティブ取引を利用
しており、投機目的の取引
は行っておりません。 

③ヘッジ方針 
同左 
 
 
 

③ヘッジ方針 
 同左 
 

 
 

④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジの有効性の判定は
原則としてヘッジ開始時か
ら有効性判定時点までの期
間においてヘッジ対象のキ
ャッシュ・フロー変動の累計
とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計とを比
較し、両者の変動額等を基礎
にして判断することとして
おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 
同左 
 

④ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動
の累計とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計を比較し、
その変動額の比率によっ
て有効性を評価しており
ます。ただし、特例処理に
よっている金利スワップ
については、有効性の評価
を省略しております。 

 (7)その他の四半期連結財務
諸表作成の為の重要な事
項 
①消費税等の会計処理は、税
抜方式によっております。
なお、仮払消費税等および
仮受消費税等は相殺の上、
流動負債の「その他」に含
めて表示しております。 
②投資事業組合への出資金
は、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基
礎として、損益帰属方式に
より取り込む方法によっ
ております。 
③持分法適用会社の当期純
利益は、その試算表におけ
る税引前当期純利益に親
会社の法定実効税率を乗
じた税額を基に算出して
おります。 
 

(7)その他の四半期連結財務
諸表作成の為の重要な事
項 
① 同左 
 
 
 
 
 
② 同左 
 
 
 
 
 
 
③ ― 

(7)その他の連結財務諸表
作成の為の重要な事項 
 
①消費税等の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。 
 
 
 
② 同左 
 
 
 
 
 
 
③ ― 
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（追加情報） 

第９期 第３四半期    
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

（1株当たり情報） 
－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（金融商品会計） 
－ 

（1株当たり情報） 
「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）及
び「１株当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）が平成14年4月1
日以降開始する連結会計年度に係る
連結財務諸表から適用されることに
なったことに伴い、当連結会計年度
から同会計基準及び同適用指針によ
っております 
 なお、これによる影響については、
1株当たり情報に関する注記に記載
しております。 
 
（金融商品会計） 
当連結会計年度からその他有価
証券のうち時価のあるものの評価
の方法について金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成11年 1月22日））を適

用しております。 
この結果、その他有価証券評価差
額金が△51,165千円計上されたほ
か、出資金が△95,200千円、繰延税
金資産が40,035千円等計上されてお
ります。 

（1株当たり情報） 
  「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第４号）が平成14年4
月1日以降開始する連結会計年度に
係る連結財務諸表から適用される
ことになったことに伴い、当連結会
計年度から同会計基準及び同適用
指針によっております 
  なお、これによる影響について
は、1株当たり情報に関する注記に
記載しております。 
 
（金融商品会計） 
当連結会計年度からその他有価
証券のうち時価のあるものの評価
の方法について金融商品に係る会
計基準（「金融商品に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会
計審議会 平成11年 1月22日））を
適用しております。 
この結果、その他有価証券評価差
額金が△588千円計上されたほか、
出資金が△1,015千円、繰延税金資
産が426千円計上されております。 
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注記事項 
（四半期連結貸借対照表関係） 
第９期 第３四半期 
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
450,873 千円 

※２担保に供している資産 
 (1) 当四半期連結会計期間におい
て、子会社を取得したことか
ら増加した担保に供している
資産は以下のとおりでありま
す。 
預金      40,000千円 
投資有価証券 67,460千円 
なお、上記のほかに短期借入
金、信用取引借入金および発
行日取引差入証拠金等の担保
として、信用取引保証金代用
有価証券11,052,963千円、自
己融資見返株券1,908,530千
円を差し入れております。 
 

※３ 投資事業組合への出資金の評価 
投資事業組合への出資金全額に
ついては、各組合からの入手可
能な最近の決算報告書に基づい
て評価しております。 
 

※４ 関連会社に対するものは次の通
りであります。 
関係会社株式  67,339千円 
 
※５ ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
※６ 特別法上の準備金の計上額を想
定した法令の条項は次のとおり
であります。 
証券取引法 第51条  
証券会社は、有価証券の売買そ
の他の取引並びに有価証券指数
等先物取引等、有価証券オプシ
ョン取引等、外国市場証券先物
取引等及び有価証券店頭デリバ
ティブ取引等の数量に応じ、内
閣府令で定めるところにより、
証券取引責任準備金を積み立て
なければならない。 
 
 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
153,164 千円 

※２ ― 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※３ 投資事業組合への出資金の評価 
投資事業組合への出資金全額に
ついては、平成15年4月30日現在
の組合決算報告書に基づいて評
価しております。 
 

※４ 関連会社に対するものは次の通
りであります。 
関係会社株式 13,600千円 
 

※５ ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
※６ ― 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
129,840 千円 

※２ ― 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※３ 投資事業組合への出資金の評価 
投資事業組合への出資金につい
ては、各組合からの入手可能な
最近の決算報告書に基づいて評
価しております。 
 

※４ 関連会社に対するものは次の通
りであります。 
関係会社株式 684千円 
 

※５ 新株式申込証拠金 
新株式申込証拠金は平成15年9
月30日を払込期日とし、翌平成
15年10月1日に資本増加となる
新株式80,000株の発行に関する
ものであり、うち2,424,400千円
を資本金に、2,424,320千円を資
本準備金に繰り入れておりま
す。 

※６ ― 
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第９期 第３四半期    
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

７ コミットメントライン（融資枠）
契約 
  当社は、運転資金等の効率的な調
達を行うため取引金融機関とコ
ミットメントラインを締結して
おります。この契約に基づく当事
業年度末の借入未実行残高は次
のとおりであります。 

コミットメント

ラインの総額 
1,000,000千円 

借入実行残高 1,000,000千円 

差引額  ― 
 

７ ― ７ コミットメントライン（融資枠）
契約 

  当社は、運転資金等の効率的な調
達を行うため取引金融機関とコミ
ットメントラインを締結しており
ます。この契約に基づく当事業年
度末の借入未実行残高は次のとお
りであります。 

コミットメント

ラインの総額 
1,000,000千円 

借入実行残高 ― 

差引額 1,000,000千円 
 

８ 偶発債務 
   債務保証 
次の関係会社について、リース債
務会社からのリース物件に対し債
務保証を行なっております。 
 
保証先 金額 内容 

プロジー（株） 91,851千円 リース債務 

イーエックスコミュニ

ケーションズ(株) 
2,598千円 リース債務 

合計 94,449千円 ― 

８ 偶発債務 
   債務保証 
次の関係会社について、リース債
務会社からのリース物件に対し債
務保証を行なっております。 
 
保証先 金額 内容 

プロジー（株） 18,409千円 リース債務 

合計 18,409千円 ― 

８ 偶発債務 
   債務保証 
次の関係会社について、リース債
務会社からのリース物件に対し債
務保証を行なっております。 
 
保証先 金額 内容 

プロジー（株） 18,620千円 リース債務 

合計 18,620千円 ― 
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（四半期連結損益計算書関係） 
第９期 第３四半期    
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主 
なものは次の通りであります。 
役 員 報 酬  247,624千円 
給   料  1,277,233千円 
広 告 宣 伝 費    288,830千円 
事 務 所 賃 貸 料    317,549千円 
賞与引当金繰入    445,616千円 
支 払 手 数 料    457,863千円 
 
 
※２ 固定資産売却益の内容 

工 具 器 具 備 品      41,091千円 

合   計      41,091千円 
 
 
※３ ― 
 
 
 
 
※４ 本社移転費用の内容 
  本店及びデータセンター移転に
伴う費用 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主 
なものは次の通りであります。 
役 員 報 酬    158,480千円    
給   料     549,668千円   
広 告 宣 伝 費     236,535千円 
賞与引当金繰入     73,557千円 
研 究 開 発 費     79,677千円 
営 業 権 償 却     80,755千円 
連結調整勘定償却     41,163千円 
 
※２ 固定資産売却益の内容 
工 具 器 具 備 品       7,076千円 

合   計       7,076千円 
 
 
※３ 固定資産除却損の内容 
建 物        716千円 
工 具 器 具 備 品   1,804千円 

合   計   2,521千円 
 
※４ ― 
 
 
 

※１販売費及び一般管理費のうち主
なものは次の通りであります。 
役 員 報 酬  225,276千円     
給   料   738,989千円    
広 告 宣 伝 費   270,915千円 
賞与引当金繰入   81,948千円 
支 払 手 数 料  166,271千円 
営 業 権 償 却  149,155千円 
連結調整勘定償却  106,069千円 
 
※２ 固定資産売却益の内容  
工 具 器 具 備 品     7,076千円 

合   計     7,076千円 
 
 
※３ 固定資産除却損の内容   
建 物     1,515千円 
工 具 器 具 備 品   9,129千円 

合   計  10,644千円 

 

※４ ― 
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(リース取引関係) 

第９期 第３四半期 
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び第3
四半期末残高相当額 

（単位：千円） 

 
(2) 未経過リース料第3四半期末残
高相当額 

 

（単位：千円） 

 
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法に基づ
きます。 

 
(5) 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取
価額相当額の差額を利息相当額
とし、各期への配分方法は利息法
を採用しています。 
 

 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累計額相当額 

第3四半期 

期末残高 

相 当 額 

工具器具 

及び備品 
332,914 92,707 240,207

機 械 及 び 

装   置 
221,864 104,066 117,798

建 物 付 属 

設   備 
344,053 200,682 143,370

そ  の  他 34,025 16,994 17,030

合   計 932,858 414,451 518,407

１ 年 内                  262,121 

１ 年 超 272,845 

合           計 534,967 

支 払 リ ー ス 料 199,624 

減 価 償 却 費 相 当 額 187,429 

支 払 利 息 相 当 額 15,023 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び第3
四半期末残高相当額 

（単位：千円） 

 
(2) 未経過リース料第3四半期末残
高相当額 

 

（単位：千円） 

 
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 
 
 
(5) 利息相当額の算定方法 
同左 
 

 

 

取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額相当額

第3四半期 

期末残高 

相当額 

工具器具 

及び備品 
148,597 43,801 104,795

機械及び 

装   置 
221,864 59,693 162,171

建物付属 

設    備 
344,053 86,118 257,935

そ の 他 34,025 11,739 22,285

合  計 748,540 201,352 547,187

１ 年 内                  190,685 

１ 年 超 371,431 

合           計 562,117 

支 払 リ ー ス 料   126,550 

減 価 償 却 費 相 当 額 118,316 

支 払 利 息 相 当 額 14,535 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

（単位：千円） 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 
(3)  

 

（単位：千円） 

 
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 
 
 
(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

 

 

 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

工具器具 

及び備品 
148,597 75,083 73,513

機 械 及 び 

装   置 
221,864 70,786 151,078

建 物 付 属 

設   備 
344,053 204,681 139,372

そ  の  他 34,025 12,187 21,837

合   計 748,540 362,740 385,800

１ 年 内                  191,026 

１ 年 超 319,238 

合           計 510,264 

支 払 リ ー ス 料 195,645 

減 価 償 却 費 相 当 額 279,260 

支 払 利 息 相 当 額 19,394 
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(有価証券関係) 
第9期第3四半期連結会計期間末(平成16年6月30日) 
1． 売買目的有価証券 

連結貸借対照表計上額（千円） 
当第3四半期連結会計期間の損益に 
含まれた評価差額（千円） 

322,567 △3,154 

 
2．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 23,815 41,543 17,727 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債等 － － － 
 ② 社債 10,000 10,032 32 
 ③ その他 － － － 
(3) その他 － － － 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

小計 33,815 51,575 17,759 
(1) 株式 65,000 53,432 △11,567 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債等 － － － 
 ② 社債 － － － 
 ③ その他 100,084 99,967 △117 
(3) その他 － － － 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

小計 165,084 153,399 △11,685 
 計 198,900 204,974 6,073 

 
3．時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

区分 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) その他の有価証券  
①非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,478,470 
         計 2,478,470 
 
第8期第3四半期連結会計期間末(平成15年 6月30日) 
1．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 
取得原価 

（千円） 

四半期連結 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 株式 540 182 △358 

(2) 債券    

 ① 国債・地方債等 － － － 

 ② 社債 10,000 10,063 63 

 ③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

四半期連結
貸借対照表

計上額が取
得原価を超
えるもの 

小計 10,540 10,245 △295 

(1) 株式 205,200 110,000 △95,200 

(2) 債券    

 ① 国債・地方債等 － － － 

 ② 社債 － － － 

 ③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

四半期連結
貸借対照表

計上額が取
得原価を超
えないもの 

小計 205,200 110,000 △95,200 

 計 215,740 120,245 △95,495 
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2．時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

区分 
当四半期連結貸借対照表計上額 

(千円) 

(1) その他の有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く)  50,068 

         計  50,068 

 
前連結会計年度（平成15年9月30日現在） 
1．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 － － － 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債等 － － － 
 ② 社債 － － － 
 ③ その他 － － － 
(3) その他 － － － 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

小計 － － － 
(1) 株式 540 182 △358 
(2) 債券    
 ① 国債・地方債等 － － － 
 ② 社債 － － － 
 ③ その他 － － － 
(3) その他 － － － 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

小計 540 182 △358 
 計 540 182 △358 

 
2．時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

区分 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

(1) その他の有価証券  
①非上場株式(店頭売買株式を除く)  51,068 
         計  51,068 
 
 

（デリバティブ取引関係） 
第9期第3四半期連結会計期間（自 平成15年10月1日 至 平成16年6月30日） 
当連結会計期間から子会社を取得したことによって、トレーディングに係るデリバティブ取引が発生しているため、
注記しております。 
デリバティブ取引の契約額および時価 

種類 資産（千円） 負債（千円） 

 契約額等 時価 契約額等 時価 

為替予約取引 81,806 746 194,522 107 

 
第8期第3四半期連結会計期間末（自平成14年10月1日 至平成15年6月30日） 
当社グループは、デリバティブ取引は全て金融商品に係る会計基準におけるヘッジ会計の要件を満たしているため、
開示の対象から除いております。 
 
前連結会計年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年9月30日）      
当社グループは、デリバティブ取引は全て金融商品に係る会計基準におけるヘッジ会計の要件を満たしているため、
開示の対象から除いております。 
 

  １．取引の状況に関する事項 
  （1） 取引の内容 
    利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では通貨スワップ取引、金利関連では金利スワップ取引であります。 
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 （2） 取引に対する取組方針 
    デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方
針であります。 

  （3） 取引の利用目的 
    デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る
目的で、また金利関連では借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利
用しております。 

    なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 
     ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処理を、振当処理の要件を満たしている通貨スワ
ップについては振当処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段： 
デリバティブ取引 
（通貨スワップ取引、金利スワップ取引） 
ヘッジ対象： 
キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの。 
ヘッジ方針 
当社の内規に基づき、キャッシュ・フロー変動に対するリスク回避を目的としてデリバティブ取引を利用し
ており、投機目的の取引は行っておりません。 
ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によってい
る金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

  （4） 取引に係るリスクの内容 
    通貨スワップ取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して
おります。 

    なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。 
  （5） 取引に係るリスク管理体制 
    デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部
門が決裁担当者の承認を得て行っております。 
２．取引の時価等に関する事項 
   当社グループにおけるデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されるため記載を省略いたします。 
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（セグメント情報） 
１．事業種類別セグメント情報 
第9期第3四半期連結会計期間（自 平成15年10月1日 至 平成16年6月30日） 

 
（注）1. 各事業区分に属する主な商品・製品・役務 

コンサルティング事業・・・・・・・・・・・・・・・・ビジネスコンサルティング及びウェブサイト制作、運営 
モバイルソリューション事業・・・・・・・・・・モバイル向けコンテンツ制作、提供 
ネットワークソリューション事業・・・・・・バーチャルホスティング及びハウジング、インターネット接続 
ネットメディア事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ポータルサイト「livedoor」運営及びコンテンツ提供 
イーコマース事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ECサイト運営及びEC関連業務 
ソフトウェア事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・パッケージ及びダウンロードによるソフトウェア販売 
イーファイナンス事業・・・・・・・・・・・・・・・・金融サービス提供及び投資銀行業務 

2. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は販売一般管理費であり主なものは、支払手
数料214,447千円であります。 
3. 事業区分の変更 
従来、事業区分は「ウェブ」、「ネットワーク＆ソリューション」、「コマース」、「ソフトウェア」、「投資」、「そ
の他」の６区分によっておりましたが、当連結会計年度より「コンサルティング」、「モバイルソリューショ
ン」、「ネットワークソリューション」、「ネットメディア」、「イーコマース」、「ソフトウェア」、「イーファイ
ナンス」の７区分に変更いたしました。 
これは、当社の事業展開に基づく事業区分の見直しであり、事業領域の拡大に伴って事業区分を見直すこと
によってセグメント情報の有用性を高めることを目的としております。 
なお、参考として、第8期第3四半期連結会計期間及び前連結会計年度を変更後の事業区分に基づき作成する
と次のとおりであります。 
 
第8期第3四半期連結会計期間（自 平成14年10月1日 至 平成15年6月30日） 

 
 
前連結会計年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年9月30日）

（単位：千円）
コンサルティング
事業

モバイル
ソリューション事
業

ネットワーク
ソリューション事
業

ネットメディア事
業 ｲｰコマース事業 ソフトウェア事業

イーファイナンス
事業 計

消去
又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 771,371 219,123 3,144,195 542,572 576,575 1,061,568 839,323 7,154,730 - 7,154,730
(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

計 800,998 219,123 3,401,324 542,572 576,650 1,169,965 916,112 7,626,746 △ 472,016 7,154,730
714,375 166,380 3,071,030 437,503 560,088 837,290 631,071 6,417,741 398,982 6,816,723
86,623 52,743 330,294 105,068 16,561 332,674 285,040 1,209,005 △ 870,998 338,006

　売上高

29,626 0 257,129

　営業利益

472,016 △ 472,016 -

　営業費用

0 74 108,396 76,788

（単位：千円）
コンサルティング
事業

モバイル
ソリューション事
業

ネットワーク
ソリューション事
業

ネットメディア事
業

ｲｰコマース事業 ソフトウェア事業 イーファイナンス
事業

計 消去
又は全社

連結

Ⅰ売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 1,212,266 319,967 3,684,076 878,547 796,249 1,973,405 1,960,381 10,824,893 - 10,824,893
(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

計 1,315,270 319,967 3,983,706 878,547 797,329 2,107,859 2,046,486 11,449,166 △ 624,272 10,824,893
1,105,333 216,334 3,598,609 685,277 757,130 1,328,116 1,159,225 8,850,028 512,955 9,362,982
209,936 103,632 385,097 193,269 40,199 779,742 887,261 2,599,139 △ 1,137,227 1,461,911

△ 624,272 -

　営業費用
　営業利益

134,453 86,104 624,2720 0

　売上高

103,004 299,629 1,079

（単位：千円）
コンサルティング
事業

モバイル
ソリューション事業

ネットワーク
ソリューション事業

ネットメディア事業 ｲー コマース事業 ソフトウェア事業 イーファイナン
ス事業

計 消去
又は全社

連結

Ⅰ売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 1,574,061 1,395,062 2,642,883 1,136,487 642,902 1,256,950 7,582,113 16,230,461 - 16,230,461
(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

計 1,710,804 1,411,039 2,809,437 2,118,503 642,902 1,315,755 8,036,235 18,044,678 △ 1,814,217 16,230,461
1,576,542 1,220,985 2,420,726 1,615,662 672,582 1,049,090 3,649,578 12,205,169 247,693 12,452,862
134,261 190,053 388,711 502,841 △ 29,679 266,664 4,386,657 5,839,509 △ 2,061,911 3,777,598

　売上高

136,743 15,976 166,554

　営業利益

1,814,217 △ 1,814,217 -

　営業費用

982,016 0 58,804 454,122
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第8期第3四半期連結会計期間（自 平成14年10月1日 至 平成15年6月30日） 

 
（注）1. 各事業区分に属する主な商品・製品・役務 

ウェブ事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ウェブページ等の制作、管理及び運営、コンテンツの提供 
ネットワーク＆ソリューション事業・・・・バーチャルホスティング及びハウジング、インターネット接続 

コマース事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ECサイト運営及びEC関連業務 
ソフトウェア事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・パッケージ及びダウンロードによるソフトウェア販売 
投資事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・投融資及びM&A等の仲介 

4. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は販売費及び一般管理費であり主なものは、
役員報酬76,690千円、給与手当115,845千円、広告宣伝費43,008千円であります。 
5. 事業区分の変更 
従来、事業区分は「ウェブ制作」、「ウェブ管理」、「ウェブ手数料」、「投資」、「その他」の５区分によってお
りましたが、当連結会計年度より「ウェブ」、「ネットワーク＆ソリューション」、「コマース」、「ソフトウェ
ア」、「投資」、「その他」の６区分に変更いたしました。 

これは、当社の事業展開に基づく事業区分の見直しであり、平成14年10月1日におこなった組織変更によっ
て発足した各事業部と合致させることで、セグメント情報の有用性を高めることを目的としております。 

 
前連結会計年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年9月30日） 

 
（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は販売費及び一般管理費であり、主なものは役
員報酬98,752千円、給与手当158,003千円、広告宣伝費64,970千円、支払手数料33,725千円であります。 

   
２．所在地別セグメント情報 
第9期第3四半期連結会計期間（自 平成15年10月1日 至 平成16年6月30日） 
 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を
省略しております。 
 
第8期第3四半期連結会計期間（自 平成14年10月1日 至 平成15年6月30日） 
 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を
省略しております。 

 
前連結会計年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年9月30日） 
 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を
省略しております。 

 

３．海外売上高 
第9期第3四半期連結会計期間（自 平成15年10月1日 至 平成16年6月30日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
第8期第3四半期連結会計期間（自 平成14年10月1日 至 平成15年6月30日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
前連結会計年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年9月30日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（単位：千円）

ウェブ事業 ネットワーク＆ソリューションズ事業コマース事業
ソフトウェア事
業

投資事業 その他事業 計 消去
又は全社

連結

Ⅰ売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 756,421 3,640,259 684,325 1,061,568 839,323 172,832 7,154,730 - 7,154,730
(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

計 772,583 3,661,715 684,400 1,061,568 916,112 175,755 7,272,135 △ 117,405 7,154,730
712,024 3,441,264 633,504 837,290 631,071 162,585 6,417,741 398,982 6,816,723
60,558 220,450 50,896 224,278 285,040 13,170 854,395 △ 516,388 338,006

△ 117,405 -

　営業費用
　営業利益

0 76,788 - 117,405

　売上高

16,162 21,456 -

（単位：千円）

ウェブ事業 ネットワーク＆ソリューションズ事業 コマース事業 ソフトウェア事業 投資事業 その他事業 計
消去
又は全社

連結

Ⅰ売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 1,089,109 4,337,029 956,728 1,973,405 1,960,381 508,238 10,824,893 - 10,824,893
(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

計 1,188,407 4,636,659 957,808 2,107,859 2,046,486 511,945 11,449,166 △ 624,272 10,824,893
905,283 4,102,124 843,003 1,328,116 1,159,225 512,273 8,850,028 512,955 9,362,982
283,123 534,535 114,804 779,742 887,261 △ 327 2,599,139 △ 1,137,227 1,461,911

　売上高

99,297 299,629 1,079 △ 624,272 -

　営業費用
　営業利益

134,453 86,104 3,707 624,272
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（１株当たり情報） 
第９期 第３四半期   
 連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

１株当たり純資産額    
                   863円04銭 
１株当たり第3四半期純利益 
                        41円95銭 
 
潜在株式調整後１株当たり第3四半期
純利益 
                        41円78銭 
 
（追加情報） 
― 
 
 
 
 
 
 
 
平成15年12月31日付の株主に対し
て平成16年2月20日をもってその所有
株式1株を100株の割合で分割いたし
ました。また、平成16年6月30日付の
株主に対して平成16年8月20日付をも
ってその所有株式数1株を10株の割合
で分割いたしました。 
なお、前期首に当該株式分割が行われ
たと仮定した場合における1株当たり
情報は以下のとおりになります。 
① １株当たり純資産額 
当第3四半期     86円30銭 
前第3四半期     14円59銭 
前期         1円62銭 

② １株当たり当期純損益 
当第3四半期     4円19銭 
前第3四半期   △  19銭 
前期            1円13銭 

③ 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益    
当第3四半期    4円17銭      
前期      1円11銭 

※前第3四半期の潜在株式調整後１株
当り第3四半期純利益の金額につい
ては、第3四半期純損失が計上され
ているため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 
   145,983円75銭 

１株当たり第3四半期純利益（△純損
失)  

△1,955円41銭 
潜在株式調整後１株当たり第3四半期
純利益の金額については第3四半期純
損失が計上されているため記載して
おりません。 
（追加情報） 
当連結会計年度から「１株当たり当
期純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。なお、これによる影
響は軽微であります。  
 
平成15年６月30日付の株主に対し
て平成15年８月20日付をもってその
所有株式1株を10株の割合で分割いた
します。 
 なお、前期首及び当期首に当該株式
分割が行われたと仮定した場合にお
ける１株当たり情報は以下のとおり
となります。 
① １株当たり純資産額 
 当第3四半期    14,598円37銭 
 前第3四半期    15,158円32銭 
 前期       16,017円22銭 
② １株当たり第3四半期(当期) 
純損益 

 当第3四半期     △195円54銭 
 前第3四半期        225円12銭 
 前期        1,108円36銭 
③ 潜在株式調整後１株当たり第3四
半期(当期)純利益 
 当第3四半期          ―  
前第3四半期      219円50銭 
 前期        1,081円56銭 
※当第3四半期の潜在株式調整後１
株当たり第3四半期純利益の金額に
ついては第3四半期純損失が計上さ
れているため記載しておりません。 
 

１株当たり純資産額 
   16,265円93銭 

１株当たり当期純利益 
1,131円23銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 

1,118円10銭 
 
 
（追加情報） 
 当連結会計年度から「１株当たり当
期純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。なお、これによる影
響は軽微であります。  
 
 平成15年6月30日付の株主に対して
平成15年8月20日付をもってその所有
株式1株を10株の割合で分割いたしま
す。 
 なお、前期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定した場合における１株当
たり情報は以下のとおりとなります。 
① １株当たり純資産額 
前期      16,017円22銭 

② １株当たり当期純利益 
 前期      1,108円36銭 
③ 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 
前期       1,081円56銭 

 



- 26 - 

（注）1株当たり第3四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり第3四半期(当期)純利益金額の算定上の基礎は、
以下のとおりであります。 

 
 
 

第９期 第３四半期 

連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 

至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 

連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 

至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 

 

自平成１４年１０月 １日 

至平成１５年  ９月３０日 

１株当たり第3四半期(当期)純利益金額    
 第3四半期(当期)純損益（千円） 2,275,507 △84,258 488,864 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

 普通株式に係る第3四半期(当期)純損
益 

2,275,507 △84,258 488,864 

 期中平均株式数（株） 54,240,845 43,090 432,155 

    
潜在株式調整後１株当たり第3四半期(当期)

純利益金額 

   

 第3四半期(当期)純利益調整額（千円） － － － 
 普通株式増加数（株） 6,000,000 － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後1株当たり第3四半期(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

平成13年7月19日開催の
臨時株主総会における
特別決議をもとに発行
された新株予約権1種類
(新株予約権の数322個) 

－ 
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（後発事象） 
第９期 第３四半期   
 連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

株式取得について 
当社は平成16年7月12日の取締
役会において、インターネット関
連の様々な商品とサービスの提供
を行うジェイ・リスティング(株)
を株式取得により完全子会社とす
ることを決定致しました。 
株式取得日  平成16年7月12日 
取得株数   550株 
取得株数対価 3億5千万円 
 
子会社の合併について 
平成16年7月15日開催の取締役
会において、当社子会社であるバ
リュークリックジャパン(株)と
(株)イーエックスマーケティング
が合併することが決定致しまし
た。 
 
合併期日  平成16年11月1日 
合併方式   バリュークリッ

クジャパン(株)を
存続会社とする吸
収合併方式 

合併比率  協議の上決定 
合併交付金 協議の上決定 
 
 平成16年7月22日開催の取締役会
において、当社子会社であるライブ
ドア証券(株)及び(株)ライブドア
ファイナンスが合併することが決
定致しました。 
  
合併期日  平成16年7月22日 
合併方式  ライブドア証券

(株)を存続会社と
する吸収合併方式 

合併比率  協議の上決定 
合併交付金 協議の上決定 
 

無担保普通社債（私募）発行について 

＜無担保普通社債発行の目的＞ 
当社では、必要な資金に対しては、
増資や借入を中心として資金調達を

行ってまいりましたが、 
このたび新たな資金調達手段とし
て、下記内容にて機関投資家向け無

担保社債を私募形式で発行いたしま
した 
＜社債の概要＞ 

第2回無担保社債(株式会社みずほ銀
行保証付および適格機関投資家限
定) 

①社債の総額          5億円 
②利  率          年0.39％ 
③発行価額        

額面100円につき金100円 
④償還価額               

額面100円につき金100円 

⑤年  限                  5年 
⑥償還方法             定時償還 
⑦利払方法 年2回(6ヶ月毎後払い) 

⑧払込期日(発行日)      
平成15年7月18日 

⑨保  証               

株式会社みずほ銀行の100％保証 
⑩財務代理人 株式会社みずほ銀行 
⑪総額引受人 株式会社みずほ銀行 

⑫登録機関   株式会社みずほ銀行 
 
借入金について 

＜借入れの目的＞ 
今後の業容拡大に伴う運転資金等の
増加に備えるため 

＜借入れの概要＞ 
①借入先  株式会社三井住友銀行 
②借入金額 15億円 

③金利   基準金利(1.5%) 
+3ヶ月TIBOR 

④借入日  平成15年8月 1日 

⑤返済期日 平成20年7月30日 

無担保普通社債（私募）発行について 
平成15年9月17日開催の取締役会
において払込期日を平成15年9月
30日として次のとおり第3回無担
保社債を発行することを決議し、
平成15年9月30日に発行いたしま
した。なお、平成15年10月2日に社
債発行費等を差し引いた金額が当
社の口座に入金されております。 
＜社債の概要＞ 
第3回無担保社債(株式会社三井住
友銀行保証付および適格機関投資
家限定) 
①社債の総額 20億円 
②利 率 年   0.94％ 
③発行価額    

額面100円につき金100円 
④償還価額    

額面100円につき金100円 
⑤年 限      7年 
⑥償還方法   定時償還 
⑦利払方法    

年2回(6ヶ月毎後払い) 
⑧払込期日(発行日)   

平成15 年9月30日 
⑨保 証       
株式会社三井住友銀行の100％保証 
⑩財務代理人  
株式会社三井住友銀行 
⑪総額引受人  
株式会社三井住友銀行 
⑫登録機関   
株式会社三井住友銀行 
⑬資金使途   運転資金 
 
株式交換について 
当社は平成15年11月19日開催の取
締役会において、携帯電話の販売
等を行うクラサワコミュニケーシ
ョンズ株式会社を業容拡大の目的
として平成16年3月15日付で株式
交換し、同社を完全子会社とする
ことについて決議いたしました。
この株式交換に伴い当社普通株式
913,415.58株を新規発行し、クラ
サワコミュニケーションズ株式会
社の株主に割当てを行う予定であ
り、同社株1株につき交換される当
社株は245.74株であります。 
この新株発行によって、当社の資
本金は456,700千円増加する予定
です。 
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第９期 第３四半期    
連結会計期間 

自平成１５年１０月 １日 
至平成１６年 ６月３０日 

第８期 第３四半期 
 連結会計期間 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年 ６月３０日 

前連結会計年度 
 

自平成１４年１０月 １日 
至平成１５年  ９月３０日 

  株式分割について 
当社は平成15年11月19日開催の取締
役会決議において、平成15年12月31
日最終の株主名簿及び実質株主名簿
に記載された株主に対し、平成16年2
月20日付をもって、その所有株式1
株を100株の割合で分割することを
決議いたしました。これにより増加
する株式数は、平成15年12月31日最
終の発行済株式総数に99を乗じた株
式数となる予定であります。 
なお、前期首に当該株式分割が行
われたと仮定した場合における１

株当たり情報は以下のとおりとな
ります。 
① １株当たり純資産額 

 前期         160円17銭 
 当期         162円65銭 
② １株当たり当期純利益 

 前期         11円08銭 
 当期          11円31銭 
③ 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
 前期         10円81銭 
当期           11円18銭 

 
株式交換について 
当社は平成15年12月15日開催の取

締役会において、インターネットを
利用した金融仲介サービスを営む
ウェッブキャッシング・ドットコム

株式会社を業容拡大の目的として
平成16年3月15日付で株式交換し、
同社を完全子会社とすることにつ

いて決議いたしました。 
この株式交換に伴い当社普通株式
480,771株を新規発行し、ウェッブキ
ャッシング・ドットコム株式会社の
株主に割当てを行う予定であり、同
社株1株につき交換される当社株は
80.12865株であります。この新株発
行によって、当社の資本金は240,385
千円増加する予定です。 

 


